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序     文 
 

JICAは1997年8月から2000年3月までメキシコ合衆国に対し、金属プレス加工技術の向上を目
的とする開発調査「要素技術移転計画」を、産業技術開発センター（CIDESI）を対象として実
施しました。この開発調査においてはパイロットプロジェクトの実施を通じて、同センターに

対してプレス加工技術の基礎知識を移転し、関連中小企業への技術支援に必要な基盤づくりを

支援しました。さらにそれまでの協力・成果の拡大を図るために、同国政府はCIDESIを対象と
する技術協力プロジェクトについて日本に要請し、これを受けてJICAは「プレス加工技術向上
プロジェクト」（2006年10月～2009年9月）として実施することとしました。 

本プロジェクトは日本の得意分野であるプレス加工技術について、プレス加工技術の3要素

や技術移転の対象者であるセンター職員にメキシコ合衆国の中小企業が必要とする知見・技能

を教えることによって、同センター職員が自信をもって民間企業を指導することが可能となる

ように技術移転手法が考えられていることが特徴のひとつです。 

今回、プロジェクトの開始から約2年という折り返し点に達したことを受けて、中間評価調

査を実施しました。今回調査では、これまでの活動の進捗を整理し、プロジェクト目標等の達

成状況を確認したうえで、今後の活動に向けての提言をまとめることを目的としました。 

本報告書は、同調査の評価結果等を取りまとめたものです。調査団派遣にご協力いただいた

日本・メキシコ合衆国双方の関係各位に深くお礼を申し上げるとともに、今後も引き続き最大

限のご支援をいただけるようお願いする次第です。 

 

 平成20年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発部長 新井 博之 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 
国名：メキシコ合衆国 案件名：プレス加工技術向上プロジェクト 
分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：産業開発部中小企業課 協力金額（評価時点）：約1億9,924万7,000円 

（R/D）：2006年10月1日～ 
2010年9月30日 

先方関係機関：産業技術開発センター（CIDESI） 

（延長）： 日本側協力機関：  
協力期間 

（F/U）：－ 他の関連協力： 
１－１ 協力の背景と概要 
メキシコ合衆国（以下「メキシコ」と記す）政府は、1980年代前半の債務危機の反省から、

デラマドリ（1982～1988年）及びサリーナス（1988～1994年）の両政権下において、これま
での国内産業保護政策（輸入代替産業の保護）から経済自由化政策への転換を行うとともに、
対外的には1986年の関税及び貿易に関する一般協定（GATT）加盟、1994年1月の北米自由貿
易協定（NAFTA）発効、同年5月の経済協力開発機構（OECD）加盟等を通じて市場開放を
図ってきた。しかしながら、多くの部品産業を中心とする中小企業（裾野産業）には輸入（部）
品との厳しい競争に耐え得るほどの競争力はなく、市場経済化の進展に伴い、その多くが倒
産し失業者が増大した結果、社会不安が助長された。このような状況の下、2000年12月に誕
生したフォックス政権では、経済自由化政策を踏襲しつつも、裾野産業への支援を中心とす
る中小企業振興・中小企業の競争力強化が国の重要な政策に位置づけられていた。特に、自
動車、電子・電気産業を中心とする分野の国内部品調達率を改善することが重要となってい
るが、金属プレス加工等の要素技術の蓄積が必ずしも十分でないため、これらの多くは輸入
に頼っている状況であった。 
わが国はこのような状況を踏まえて、金属プレス加工技術の向上を目的とする開発調査

「要素技術移転計画」（1997年8月～2000年3月）を産業技術開発センター（CIDESI）をカウ
ンターパート（C/P）機関として実施した。当該開発調査においてはパイロットプロジェク
トの実施を通じて、CIDESIに対してプレス加工技術の基礎知識を移転し、関連中小企業へ
の技術支援に必要な基礎を築いた。さらに、これまでの協力実績・成果の拡大・発展を図る
ために、メキシコ政府はCIDESIを実施機関とした技術協力プロジェクト「プレス金型加工
技術支援センター（仮称）」についてわが国に対し要請し、わが国は協力を決定して「プレ
ス加工技術向上プロジェクト」（2006年10月～2009年9月）として実施することとなった。 
 
１－２ 協力内容 
 （１）上位目標 
  ケレタロ州周辺の中小プレス加工企業の技術能力が向上する。 
 
 （２）プロジェクト目標 

CIDESIが中小プレス加工企業に対し適正な技術サービスを提供する。 
 
 （３）成 果 

0．プロジェクト運営、CIDESIアドバイザリー部門が強化される。  
1．C/Pのプレス加工関連技術が向上する。  
2．モデル企業への巡回指導サービスが体系的に実施される。  
3．中小企業対象のセミナー、技術研修が体系的に実施される。 

 



 

（４）投入（評価時点） 
   日本側： 
    短期専門家派遣 2006年度 4名 
 2007年度 5名 
 2008年度 6名 
    機材供与 2007年度 1,411万1,000円 
    ローカルコスト負担 2,518万4,000円 
    国別研修 2007年度 10名 
   相手国側： 
    C/P配置 13名〔プレス加工技術：9名、生産管理：5名（1名重複）〕 
    土地・施設提供 ローカルコスト負担 384万9,625.00メキシコペソ 

（FY2006/10～FY2008/9）≒3,006万
5,571円（1メキシコペソ＝7.81円＠
2008/10/31の参考レート） 

２．評価調査団の概要 
調査者 （担当分野：氏名  職位） 

団長/総括 十郎 正義 JICA産業開発部 課題アドバイザー 
協力企画1 石塚 賢司 JICA産業開発部 中小企業課 
協力企画2 中条 典彦 JICAメキシコ事務所 
評価分析 稲田 明弘 日本国際開発サービス（JDS） 

調査期間 2008年9月16日～10月3日 評価種類：中間評価 
３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
活動実績と活動計画を照らし合わせた結果、専門家派遣計画の一部修正を除けば、ほとん

どの活動が当初計画どおり実施されている。そのうちセミナーに関しては、当初計画のケレ
タロ州以外にもサンルイスポトシ州及びグアナファト州で合計10回を開催しており、当初計
画を大幅に上回っている。そのほかに、当初計画になかったプレス機開発を技術移転項目の
ひとつとして加えた。また、派遣計画の一部縮小の影響を最小限にするための対策が実行さ
れ、ほぼ満足できる活動実績が得られつつある。各活動の詳細な状況は以下のとおりである。 

（１）アウトプット１：1 C/P の技術力向上（技術移転の実施） 
（1－1 活動計画の作成） 
インセプションレポートにて作成された活動計画が毎年見直されていることを確認

した。 
（1－2 C/Pへの技術移転の実施） 
年度ごとの活動報告書、及びインタビュー調査により予定どおり実施していることを

確認した。 
（1－3 C/Pへの技術移転成果のモニタリングと評価の実施） 
生産技術C/Pに対しては、本プロジェクト期間中に実力評価試験を3回実施し、毎週開

催されている生産技術に関する座学の理解度も、翌週に実施する復習会でモニターされ
ている。 

 

（２）アウトプット２：2 体系的な技術指導の実施 
（2－1 企業訪問による技術指導ニーズ調査） 
第1次、第2次現地作業期間中、ベースライン調査の一環として49社に対するニーズ調

査を実施していることを確認した。 



 

（2－2 技術指導計画の作成） 
技術指導計画が作成されていることを確認した。 
（2－3 技術指導の実行） 
技術指導計画に沿って予定どおり実施していることを確認した。 
（2－4 技術指導の結果のモニタリングと評価の実施） 
モニタリングと評価を盛り込んだ技術指導記録を取っていることを確認した。 

 
（３）アウトプット３：3 体系的なセミナーと技術研修の実施 

（3－1 企業訪問によるセミナーと技術研修のニーズ調査） 
第1次、第2次現地作業期間中、ベースライン調査の一環として49社に対するニーズ調

査を実施していることを確認した。 
（3－2 セミナーと技術研修のための計画の作成） 
プロジェクト開始時にセミナーと技術研修計画を作成しており、その後第2年次の終

わりにニーズに応じた修正計画（ケレタロ州のみで計4回の計画を、ケレタロ州・サン
ルイスポトシ州・グアナファト州で計21回に変更）を作成したことを確認した。 
（3－3 セミナーと技術研修の実施） 
セミナー開催の修正計画どおり、実施していることを確認した。 
（3－4 セミナーと技術研修結果のモニタリングと評価の実施） 
アンケートシート等のモニタリングツールを用いて集められた情報によって、次回実

施の参考のために評価が的確になされていることを確認した。 
 

３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性･･･本プロジェクトの妥当性は以下の理由により高いと評価される。 

・カルデロン政権の総合開発計画である「国家開発計画2007-2012」の政策課題として
「競争力ある経済と雇用の創出」が、又、「経済部門別プログラム：PSE2007－2012」
にも「国内市場強化と国際競争力強化による生産部門の誘導」が優先課題として定め
られており、更に重要改革課題として裾野産業育成が継続して取り上げられているこ
と∗等からプロジェクトはメキシコの国家政策の内容と合致しているといえる。 

・日本・メキシコ間の具体的な二国間関係においては、メキシコセルヒオ・ガルシアデ
アルバ経済大臣が「日本・メキシコ経済連携協定（EPA）と両国企業の世界戦略」と
題した講演を行い、メキシコの雇用改善への効果と日本・メキシコの中小企業への恩
恵期待についてと中小企業向け施策の事例としてCIDESIプロジェクトが言及されて
いる∗。 

・2005年4月1日に発効したEPAの二国間協力分野として「裾野産業」「中小企業」が明
記されており、本プロジェクトはその中心的役割を果たすことが期待される。また、
JICAメキシコ国別事業実施計画では、中小企業の育成振興を重点分野のひとつとし
ており、本プロジェクトとの整合性は確保されている。 

∗ 出典：メキシコ日本商工会議所、経済調査委員会2007年度年報「メキシコの現状と課
題：改革を進めるカルデロン政権」 

∗ 出典：第27回日本メキシコ経済協議会2006年 
 

（２）有効性･･･本プロジェクトの有効性は以下の理由により比較的高いと評価される。 
・プロジェクトは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）とPOに従い順調
に進捗しており、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標を達成する見込みであ
る。 



 

・CIDESIのC/Pへのプレス加工関連技術に関する技術移転状況については、セミナーに
おいて部分的にC/Pが講師を勤められるレベルになったこと、更に、2008年9月の本中
間評価の前の時点で民間企業からの技術相談に対し、日本人専門家の協力を得ずに対
応した件数比率が75%であったことなどから、C/P個々人で対処できる能力が着実に向
上しているといえる。 

・技術移転戦略として、①メキシコ民間企業のプレス加工技術者が通常では知り得ない
技術的解決手段を移転する、②このことによりCIDESIのC/Pが自信をもって民間企業
に対する技術指導が可能な領域を形成する、が編み出されており、ほぼ狙いどおりの
C/Pの能力向上が図られている。 

 
 （３）効率性･･･現時点まで成果が適切に達成されており、又投入実績と進捗状況を確認

した結果、プロジェクトの効率性は以下の理由により高いと評価される。 
１）シャトル方式による専門家派遣の効果 

従来の長期滞在型プロジェクトに比べて次の4項目の長所が存在する。 
ⅰ）C/Pの進捗状況に応じて、専門家は帰国期間中を活用してより好ましい教材の準
備に専念できるため、技術移転の効率性を常に向上できること 

ⅱ）専門家の帰国期間のメリットとして、①C/P自身で理解度が低い箇所に気づく、
②プロジェクトが終了し専門家がいなくなる状態をC/Pが想定できること 

ⅲ）C/Pと専門家間の技術面での信頼度を維持するため、より適切な専門家への早期
交代が長期専門家派遣と比べて容易であること 

ⅳ）上記の結果、C/Pの意欲・熱意によい影響を及ぼすこと 
なお、次の2項目が短所としてCIDESI側よりあげられた。 
ⅰ）企業相談において、専門家帰国期間中は対応能力が低下すること 
ⅱ）専門家帰国期間中は、C/Pが他の仕事を優先するようになりプロジェクト専従比
率が低くなるため効率が低下すること 

２）技術移転戦略による効果 
専門家らにより編み出された技術移転戦略は以下のとおりである。 
ⅰ）メキシコ民間企業のプレス加工技術者が通常では知り得ない技術的解決手段を移
転する 

ⅱ）このことによりCIDESIのC/Pが自信をもって民間企業に対する技術指導が可能な
領域を形成する 
この戦略により、当初はプレス加工関連技術の基礎知識も現場経験もほとんどなか

ったC/Pたちが短期間に民間企業を指導できるレベルに至っている。 
 
 （４）インパクト･･･現時点ではプロジェクトのインパクトを評価するには時期尚早と思

われる。 
しかし、民間企業6社から企業内研修をCIDESIに要請してきているという実績も出て

おり、プレス加工関連業界への成果の波及効果が実質的に現れつつあることが分かる。 
 
 （５）自立発展性･･･本プロジェクトの自立発展性は以下の理由により高いと評価される。 

・プロジェクト終了後も継続的にC/Pグループを維持・運営するための予算は確保され
るとの方針を確認した。C/P機関CIDESIに、独自の活動に基づく収入に対して自治権
（収入の資産化とその運用に関する自治権）が与えられていることが法制化されてい
る（官報公示：2000年8月、2006年10月改定）。 

・技術サービスを支援する仕組みとして、連邦政府に中小企業支援ファンドがあり、
CIDESIはセミナー開催時に既にこれらのファンドを活用している。 



 

・CIDESIのプロジェクトに対するオーナーシップは、①所長の職責としてCIDESIの重要
な使命である民間支援の方針を維持しつつ、CIDESIの経営健全化と職員に対するモ
チベーションを発現させるためのマネージメントに積極的姿勢があること、②プロジ
ェクトマネージャーによる技術移転成果の積極的な拡張への意欲（産業界への貢献、
第三国研修）、③C/Pからのリンクモーションプレス機の設計製作の提案など、すべ
ての関係者から確認できた。 

・過去に実施された非破壊検査プロジェクトの経験を踏まえ、移転された技術の維持及
び継承のメカニズムも着実に形成されつつある。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
 民間企業による公的技術支援機関としてのCIDESIの認知度がもともと高く、技術指導、
セミナーの実施がスムーズに行われた。 
 過去に実施された1件の開発調査、1件のプロジェクト技術協力、及びシニアボランティア
の受入れを通してCIDESIがJICAスキームに精通していたこともプロジェクトの立上げとそ
の後のスムーズな実施に貢献した。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
 特になし。 
 
３－５ 結 論 
今回の中間評価作業全体を通じて、プロジェクト期間内に所期の目標が達成される見込み

が高いことが確認された。プロジェクトはメキシコの裾野産業育成・強化のニーズに合致し
ている。また、技術移転の内容は日本の国際的な優位性が特に高い分野であること、更に
CIDESIが過去に複数のJICA協力を経験して、実施スキームをよく理解していたことなどが
功を奏して、プロジェクト活動を円滑に実施できている。JICAとCIDESIの関係は、まさに
上位目標をめざすに最適な組み合わせであって、期待に値する成果を残しつつプロジェクト
は遂行されている。 
今後は上位目標の達成に向けて中小企業支援を実施するその他関係機関との連携強化な

どの環境整備を進めることが重要と考える。 
  
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
次の2点について提言を行う。 

 （１）上位目標の達成に向けて次の課題にCIDESI組織として取り組む 
１）支援サービス地域の拡充のため、CIDESIの支部機能を有効活用する仕組みを構築
する。 

２）多くの企業が支援サービスを受けやすくするために、州及び連邦政府の中小企業支
援制度及び機能を有効に活用する仕組みを構築する。 

３）支援ニーズの積極的発掘のために、プロジェクト成果を効果的に広報する仕組みを
構築する。 

 
（２）プロジェクトの成果2「体系的な技術指導の実施」及び、成果3「体系的なセミナー
と技術研修の実施」を検証するための指標項目をそれぞれ追加検討する。 
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第１章 評価概要 
 

１－１ プロジェクトの背景と中間評価の目的 

 メキシコ合衆国（以下「メキシコ」と記す）政府は、1980年代前半の債務危機の反省から、

これまでの国内産業保護政策（輸入代替産業の保護）から経済自由化政策への転換を行うとと

もに、対外的には1986年の関税及び貿易に関する一般協定（GATT）加盟、1994年1月の北米自
由貿易協定（NAFTA）発効等を通じて経済自由化を図ってきた。しかしながら、多くの部品産
業を中心とする中小企業（裾野産業）には輸入（部）品との厳しい競争に耐え得るほどの競争

力はなく、経済自由化の進展に伴い、その多くが倒産し失業者が増大した結果、社会不安が助

長された。このような状況の下2000年12月に誕生したフォックス政権では、経済自由化政策を

踏襲しつつも、裾野産業への支援を中心とする中小企業振興・中小企業の競争力強化を重要な

政策に位置づけた。特に、自動車、電子・電気産業を中心とする分野の国内部品調達率を改善

することが重要となっているが、金属プレス加工等の技術レベルが低いため、これらの多くは

輸入に頼っている状況である。 

 わが国はこのような状況を踏まえて、金属プレス加工技術の向上を目的とする開発調査「要

素技術移転計画」（1997年8月～2000年3月）を産業技術開発センター（CIDESI）をカウンター
パート（C/P）機関として実施した。当該開発調査においてはパイロットプロジェクトの実施
を通じて、CIDESIに対してプレス加工技術の基礎知識を移転し、関連中小企業への技術支援に
必要な基礎を築いた。さらに、これまでの協力実績・成果の拡大・発展を図るために、メキシ

コ政府はCIDESIを実施機関とした技術協力プロジェクト「プレス金型加工技術支援センター
（仮称）」についてわが国に対し要請し、「プレス加工技術向上プロジェクト」（2006年10月～

2009年9月）として実施することとなった。 

 今般本プロジェクト開始後2年が経過したことから、以下を目的として中間評価を実施した。 

 （１）現在までのプロジェクトの進捗・成果を確認する。 

 （２）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から達成状

況、見込み等について評価を行う。 

 （３）プロジェクト実施における課題等を整理・協議のうえ、改善策の検討・提示を行う。 

 （４）以上を基に、合同評価報告を取りまとめ、協議議事録（M/M）に添付する。 
 

１－２ 評価チーム構成メンバー 
十郎 正義 団長/総括 独立行政法人国際協力機構 産業開発部 課題アドバイザー 
石塚 賢司 協力企画１ 独立行政法人国際協力機構 産業開発部 中小企業課 
中条 典彦 協力企画２ 独立行政法人国際協力機構 メキシコ事務所 
稲田 明弘 評価分析 日本国際開発サービス（JDS） 
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１－３ 評価作業日程 
スケジュール 評 価 作 業 

日付 時間 十郎団長・石塚団員 稲田コンサルタント評価分析 中条所員 

9/15 月  成田発17:15  

メキシコ市着 19:00 

事務所打合せ 

9/16 火  （キンタナロー移動） 

9/17 水  （マヤ族中間評価） 

 

9/18 木  （同上） 成田発17:15、メキシコ市着 19:00 

9/19 金  （同上） JICAメキシコ事務所表敬・協議 
9/20 土  （同上） ケレタロ移動 

9/21 日  （同上） 資料整理 

午前 （同上） CIDESI関係者表敬挨拶、プロジェクト・デ
ザイン・マトリックス（PDM）・評価手法解
説、総括専門家ヒアリング 

9/22  

月 

午後 （同上） 専門家ヒアリング、供与機材類の状態確認、

情報整理 

午前 （同上） CIDESI所長・プロジェクト部長ヒアリング 9/23 火 

午後 （同上） 専門家・C/Pヒアリング 
午前 （同上） 技術相談実施状況直接観察、C/Pヒアリング 

 

9/24 水 

午後 メキシコ市移動、JICA
メキシコ事務所打合せ 

専門家・C/Pヒアリング、技術移転直接観察 打合せ 

午前 ケレタロ移動 グアナファト州科学技術審議会ヒアリング 

情報整理 

9/25 木 

午後 CIDESI所長表敬訪問と意見交換 
午前 ケレタロ州持続的開発局よりヒアリング 9/26 金 

午後 収集資料に基づく日本側チーム内での評価作業 

午前 M/M案・合同評価報告書案作成、情報整理 9/27 土 

午後 同上 

午前 M/M案・合同評価報告書案作成 9/28 日 

午後 同上 

午前 M/M案・合同評価報告書案作成 9/29 月 

午後 CIDESI側評価委員との評価協議 

 

午前 CIDESI側評価委員との評価協議 ケレタロ移

動 

9/30 火 

午後 同上 

午前 合同調整委員会（JCC）に出席 10/1 水 

午後 CIDESIと合同評価レポート、M/Mに署名 
午前 メキシコ市移動 10/2 木 

午後 JICAメキシコ事務所報告、在メキシコ日本国大使館報告 
10/3 金  メキシコ市発10:15 

10/4 土  成田着17:00 
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１－４ 中間評価の方法 

 １－４－１ 評価基準 

本中間評価は「JICA事業評価ガイドライン」に準拠して実施し、評価グリッドを作成のう
え、それらを基にプロジェクト実績と実施プロセスを把握し、妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性の評価 5 項目の観点から評価した。また、評価はメキシコ外務省より

評価委員 1 名、C/P 機関の他部門から 1 名を選出してもらい、日本・メキシコ合同で実施す
る形式とした。 

実績・実施プロセス、評価 5 項目の定義は以下のとおりである。 

 

（１）実績・実施プロセス 

１）実 績 

PDMの投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、若しくは達成予
測に関する情報。 

２）実施プロセス 

PDMの活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する様々な情
報。 

 

（２）評価５項目 

 

評価５項目の定義 
妥当性 プロジェクトの目標（PDMのプロジェクト目標、上位目標）が、受益

者のニーズと合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との
整合性はあるか、といった「援助プロジェクトの正当性」を検討する。 

有効性 
 

PDMの「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェク
ト目標」の達成にどの程度結びついたかを検討する。 

効率性 
 

プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。
各投入のタイミング、量、質の適切度を検討する。 

インパクト 
 

プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影
響を検討する。 

自立発展性 
 

援助が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続されるか
どうか、自立発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の
自立発展の見通しを検討する。 

 

 １－４－２ 評価過程 

実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価を行うための調査項目について、何をどのように

実施したらよいのか具体的な方法を検討するため、①評価設問、②必要な情報・データ、③

情報源、④データ収集方法について一覧表を作成した。情報・データ収集方法については、

下記のいずれかの方法で実施した。 
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 １－４－３ 情報源 

評価に採用した情報源の種類は以下の項目である。 

（１）文献資料調査 

現地調査前と調査時に既存の文献・報告書等（事前評価報告書、四半期報告書等）、

その他プロジェクトが作成した資料、現地 C/P 機関 CIDESI、ケレタロ州持続的開発局
（Secretariat of Sustainable Development, State of Queretaro）などから必要な情報を収
集した。なお、本プロジェクトの形成の背景には日本とメキシコで取り交わされた二国

間協定があることから、日本・メキシコ経済連携協定（EPA）関連情報、メキシコ産業
政策関連情報、自動車・同部品産業に関連する情報等を必要情報として収集した。 

 

（２）質問票による調査 

事前に質問票を作成のうえ、C/P 機関の所長・部長・課長、C/P、専門家らに配布し、
情報収集を行った。 

 

（３）直接観察 

次の項目を直接観察し、プロジェクト活動の実態把握の一助とした。 

① 専門家とC/Pによる第7次現地作業計画設定のための共同検討会（プレス加工技術、生産
管理） 

② 窓口相談のためにCIDESIを訪れた近隣プレス金型製作企業に対する技術相談サ
ービスの対応状況 

③ リンクモーションプレス機の設計開発に関する技術移転の状況 

④ C/P機関の供与機材の活用状況並びに管理状態 
 

（４）インタビュー調査 

プロジェクト関係者（C/P 機関の所長・部長・課長、C/P、総括専門家、専門家）及び、
代表的中小企業、ケレタロ州持続的開発局ビジネス・デベロップメント課長、グアナフ

ァト州科学技術審議会課長に対してインタビュー調査を行い、必要な情報を収集した

（付属資料 1 参照）。 
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第２章 プロジェクト進捗状況 
 

２－１ 投入実績 

（１）日本側投入 

プロジェクト開始以来、中間評価までの日本側投入は以下のとおりである。詳細は付属

資料 2、3、4、5 による。 

 

１）専門家派遣 

専門家はインセプションレポートの計画どおり、総括を含めた6名を投入した。1年次

は当初計画との変更はなく派遣実施されている。2年次はJICA側の予算上の制限により
生産管理の専門家派遣（第4次、第5次）が次年度に延期された。それ以外は問題を生じ

ることなく計画に従って派遣が実施されている。 

２）カウンターパート（C/P）の日本研修 
本邦研修についてはC/P機関産業技術開発センター（CIDESI）の所長とC/P9名の合計10

名を対象に実施された。所長とC/P1名に対しては公的技術支援機関、産業技術研究所、
更にプレス機械メーカーやプレス加工中小企業の訪問研修が組まれ、日本の公的技術支

援機関などにおける中小企業支援の実態を学びCIDESIにおける活動へのフィードバッ
クにつなげている。残りのC/P8名はプレス機械メーカーにおいてプレスの点検作業及び
作業安全に関する研修を受講した。さらに、中小プレス加工企業、金型企業2社及びプ

レス機メーカーの組立工場見学を通じて、プロジェクトの技術移転を補完することがで

きた。 

３）機材供与 

第1年次にサーボプレス機（45t仕様）と自動コイルラインからなる一連の装置が供与
された。 

 

（２）メキシコ側投入 

プロジェクト開始以来、中間評価までのメキシコ側投入は以下のとおりである。詳細は

付属資料 6 による。 

 

１）C/P の配置 
プロジェクト開始時においては、生産技術のC/P9名及び生産管理のC/P8名が配置され

ている。なお生産管理のC/Pの人数は第3年次の時点から5名に再編された。 
２）JICA 専門家チームの執務室 

C/Pの勤務場所に隣り合わせた部屋に、専門家執務室がプロジェクト開始時から用意
された。 

３）プロジェクト実施に要した経費 

2006年10月～2008年9月までのCIDESIの負担経費実績は、材料費：25万8,396メキシコ
ペソ、セミナー・研修・企業訪問等にかかるプロジェクト活動費：65万7,808メキシコペ
ソ、総額：384万9,625メキシコペソである。なお、プロジェクト期間中のC/P人件費合計
は293万3,420メキシコペソであった。 
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２－２ 成 果 

成果1．C/Pのプレス加工関連技術が向上する 
指標1-1、2、3 各C/Pの技術・知識レベル 
評価方法1-1、2、3 日本人専門家によるC/Pの能力評価 
（１）プレス加工技術 

日本人専門家が 25 の試験問題を作成し、プロジェクト開始時及び 1 年後に C/P の能力
と知識の向上を測るために同じ問題を使い試験を行った。その結果、能力と知識の向上が

認められた（付属資料 7 参照）。 

 

（２）生産管理 

日本人専門家が各 C/P にインタビューを行い、日本の一定の経験をもった中小企業診断
士のレベルを 5 と想定し、知識と経験の 5 段階評価を行った。 

第 1 次現地作業での 8 人の C/P のインタビュー結果は平均 1.18 であったが、第 6 次現
地作業のあとに同じ方法で評価を行った結果は平均 1.9 であり、技術移転の効果が検証さ

れている。 

 

指標1-4 作成されたマニュアル類 

評価方法1-4 マニュアル類のリスト 

（１）プレス加工技術 

C/P に対して第 1 次現地作業以来週 2 回の座学が継続して実施されてきている。C/P に
よる内容の理解度を確認することを目的として翌週に C/Pが内容を発表する形で復習会が
実施されている。復習会での専門家からの追加情報も盛り込んで C/P は座学内容をマニュ
アル化している。 

マニュアル以外には日本人専門家による技術セミナー用テキスト、C/P 自身による技術
セミナー用テキストも蓄積されており CIDESI の今後の中小企業技術支援のツールとなる。 

 

（２）生産管理 

第 1 次～第 3 次現地作業までの前日本人専門家による指導記録としては座学教材、

CIDESI 内実習記録、企業訪問記録が残っている。第 6 次現地作業から新しい 5 人の C/P
グループに対して技術移転が開始されたが、計画としては座学に基づいたマニュアル作成、

CIDESI 内改善活動記録、企業巡回指導記録の作成が予定されている。 
 

成果2．体系的な技術指導の実施 

指標2-1 技術指導件数 

評価方法2-1 技術指導記録 

（１）プレス加工技術 

企業に対する技術指導はプロジェクト第 2 年次から開始されている。C/P へのプレス加
工技術の一定の技術移転の成果を確認したのちに企業技術指導を開始するという当初か

らの方針は適切なものと評価することができる。 

第 4 次現地作業において毎週金曜日に技術相談窓口を開設することを決定し、技術セミ
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ナーへの参加企業を含む周辺中小プレス加工企業へ案内状をメール配信した。その後の月

次単位での相談実績数値（付属資料 8 参照）からは後半にかけて件数が増加していること

が分かる。なお企業からの技術相談受付は日本人専門家の帰国中も継続されており、C/P
は必要に応じてメールにて日本人専門家に相談している。 

本プロジェクトにおいては、実践的活動としてモデル企業 1への技術指導を行っている。

必要に応じて企業を直接訪問し指導を行う場合もあり、活動の効果は確実に積み重ねられ

ていることが認められた。それらの相談内容・指導内容・結果・企業からのフィードバッ

クは決められたフォーマットに図面や写真を用いて記録されている。この記録は技術指導

のケーススタディ集として編集されており、今後 CIDESI の技術マニュアルの一部として
の活用が期待できる 2。 

 

（２）生産管理 

第 6 次現地作業から新たに開始された座学を基にしたマニュアル作成、CIDESI 内改善
活動記録が始められている。第 7 次現地作業からはモデル企業に対する巡回指導が開始さ

れるが、プレス加工技術の指導記録と同じく、指導のケーススタディ集となるべく巡回指

導記録の作成が予定されている。 

 

指標2-2 顧客情報 

評価方法2-2 技術指導に基づいた顧客情報記録 

 CIDESIのケレタロ周辺州のプレス加工関連顧客情報は1）ベースライン調査結果 2）第1次、
第2次現地作業で実施した49社への訪問調査結果を基にしている。その後の技術セミナー案内

状配布、技術相談窓口案内状配布にもこのリストが使用されており、順次情報のアップデート

が行われている。 

 

成果3 体系的な技術セミナーと技術研修の実施 

指標3 セミナー、技術研修の実施回数と参加者数 

評価方法3 セミナー、技術研修記録 

（１）プレス加工技術 

当初はプロジェクト全期間を通じて計 4 回の技術セミナーが計画されていた。しかし、

第 3 次現地作業で開催した第 1 回技術セミナー時のアンケート結果にあった回数増大の希

望と、C/P 自身による講師対応の狙いから、第 4 次現地作業から開催数を増やすとともに、
グアナファト州及びサンルイスポトシ州においても原則として CIDESI における技術セミ
ナーと同じ回数と内容を実施することと変更した。第 2 年次終了時点で、第 3 次年次、第

4 年次の技術セミナー実施計画が策定されている。第 3 次現地作業における技術セミナー

での講師は日本人専門家だけであったが、C/P の技術能力の向上とともに飛躍的に C/P 講

                             
1 本プロジェクトのプレス加工技術移転においては、技術的問題の解決を CIDESI に求めてきた企業のなかから、持ち込まれた問題
と技術移転のテーマとの整合性を検討のうえ、その問題へのコンサルティングを技術移転活動の一部とすることに日本人専門家と
C/P が合意した企業を「モデル企業」と呼ぶ。このモデル企業の定義は第 1 回合同調整委員会（JCC）において説明され確認されて
いる。なお、生産管理技術の技術移転においては、特定の企業を継続的に訪問し改善指導を行い、その指導の成果をプロジェクトの
C/Pへの技術移転の成果として検証する。これらの改善指導対象企業を「モデル企業」と呼ぶ。 
2 これらのケーススタディ集は、対象企業の許可を取得する。 
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師比率が増大している（付属資料 9 参照）。なおセミナーにおいては毎回参加者に対して、

内容、講師、通訳、会場についての評価とコメントを内容としたアンケート調査が実施さ

れており、次回のセミナーへの参考資料として使われている。 

 

２－３ プロジェクト目標達成状況 

＜プロジェクト目標＞  

 CIDESIのC/Pへのプレス加工関連技術に関する技術移転状況については、セミナーにおいて
部分的にC/Pが講師を勤められるレベルになったこと、更に、本中間評価の前の時点で民間企
業からの技術相談に対し、日本人専門家の協力を得ずに対応した件数比率が75％であったこと

などから、C/P個々人で対処できる能力が着実に向上しているといえる。また、外部条件も現
時点において正しいことなどから、プロジェクト目標を達成する見込みは高いと評価できる。 

 

２－４ 上位目標達成状況 

＜上位目標＞  

 今の時点では上位目標について見極められる状況にない。 
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第３章 実施プロセス 
 

３－１ 活動実績 

 活動実績と活動計画を照らし合わせた結果、専門家派遣計画の一部修正を除けば、ほとんど

の活動が当初計画どおり実施されている。そのうちセミナーに関しては、当初計画のケレタロ

州以外にもサンルイスポトシ州及びグアナファト州で合計10回を開催しており、当初計画を大

幅に上回っている。そのほかに、当初計画になかったプレス機開発を技術移転項目のひとつと

して加えた。また、派遣計画の一部縮小の影響を最小限にするための対策が実行され、ほぼ満

足できる活動実績が得られつつある。各活動の詳細な状況は以下のとおりである。詳細は付属

資料10による。 

 

（１）カウンターパート（C/P）の技術力向上（技術移転の実施） 
（1－1 活動計画の作成） 

インセプションレポートにて作成された活動計画が毎年見直されていることを確認

した。 

（1－2 C/Pへの技術移転の実施） 
年度ごとの活動報告書、及びインタビュー調査により予定どおり実施していることを

確認した。 

（1－3 C/Pへの技術移転成果のモニタリングと評価の実施） 
生産技術C/Pに対しては、本プロジェクト期間中に実力評価試験を3回実施し、毎週開

催されている生産技術に関する座学の理解度も、翌週に実施する復習会でモニターされ

ている。 

 

（２）体系的な技術指導の実施 

（2－1 企業訪問による技術指導ニーズ調査） 

第1次、第2次現地作業期間中、ベースライン調査の一環として49社に対する企業ニー

ズ調査を実施していることを確認した。 

（2－2 技術指導計画の作成） 

技術指導計画が作成されていることを確認した。 

（2－3 技術指導の実行） 

技術指導計画に沿って予定どおり実施していることを確認した。 

（2－4 技術指導の結果のモニタリングと評価の実施） 

モニタリングと評価を盛り込んだ技術指導記録を取っていることを確認した。 

 

（３）体系的なセミナーと技術研修の実施 

（3－1 企業訪問によるセミナーと技術研修のニーズ調査） 

第1次、第2次現地作業期間中、ベースライン調査の一環として49社に対する企業ニー

ズ調査を実施していることを確認した。 

（3－2 セミナーと技術研修のための計画の作成） 

プロジェクト開始時にセミナーと技術研修計画を作成しており、その後第2年次の終
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わりにニーズに応じた修正計画（ケレタロ州のみで計4回の計画を、ケレタロ州・サン

ルイスポトシ州・グアナファト州で計21回に変更）を作成したことを確認した。 

（3－3 セミナーと技術研修の実施） 

セミナー開催の修正計画どおり、実施していることを確認した。 

（3－4 セミナーと技術研修結果のモニタリングと評価の実施） 

アンケートシート等のモニタリングツールを用いて集められた情報によって、次回実

施の参考のために評価が的確になされていることを確認した。 

 

３－２ 活動プロセス 

（１）プロジェクト実施体制 

プロジェクトの実施体制については、プロジェクト開始時点で産業技術開発センター

（CIDESI）側ではプロジェクトダイレクター1 名、プロジェクトマネージャー1 名、生産
技術 C/P9 名、生産管理 C/P8 名（うち 1 名は生産技術と兼任）が配置された。日本側は前
者の専門家 4 名、後者の専門家 1 名に総括 1 名の体制で開始されている。 

 

（２）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、PO に沿ったプロジェクト活動 
プロジェクト活動は PDM と PO に沿って実施され、計画についても専門家、C/P 間で情

報共有されていた。なお、PDM は 2008 年 6 月に一部改訂された。 
 

（３）プロジェクト関係者間のコミュニケーション及び協力関係 

技術指導後の理解度を確認するための復習会が定期的に実施されていること、更に専門

家が帰国中においても C/P との技術情報交換が行われている。また C/P の勤務場所に隣接
した部屋に専門家の執務室をプロジェクト開始時より用意したことも、関係者間のコミュ

ニケーション及び協力関係の良化に貢献している。 

 

３－３ 成果発現に貢献した要因 

 民間企業による公的技術支援機関としてのCIDESIの認知度がもともと高く、技術指導、セミ
ナーの実施がスムーズに行われた。 

 過去に実施された1件の開発調査、1件の技術協力プロジェクト、及びシニアボランティアの

受入れを通してCIDESIがJICAスキームに精通していたこともプロジェクトの立上げとその後
のスムーズな実施に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 特になし。 
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第４章 中間評価結果 
 

４－１ 評価結果総括 

本中間評価の調査によって得られた事実と分析に基づいて、プロジェクトはこれまでのとこ

ろ計画どおりに実施され、特段の障害はなかったものと確認した。また、両国のプロジェクト

関係者の多大な努力により、プロジェクトの前半で期待される成果をおおむね達成することが

できたことが確認された。 

プロジェクトの前半段階において、専門家からカウンターパート（C/P）に対する技術移転
が順調に行われ、セミナー開催によって実施機関産業技術開発センター（CIDESI）のサービス
が地元及び周辺州でだんだんと認知されるようになって技術指導の要望も増加傾向にあるた

め、CIDESIによる技術指導サービス体制の基礎ができあがったものと考えられる。 
プロジェクト期間の中間地点を過ぎ、CIDESIのプレス加工技術を担うC/Pとプロジェクト・

マネージャー（自動化部門部長）はそれぞれの役割を明確に把握し、それをバックアップする

ような形でCIDESI所長もその職責を果たしており、オーナーシップの高さも特筆できる。 
 

（１）効果発現に貢献した要因 

１）計画内容に関する事項 

・CIDESI のプレス加工部門は、自動化部門の一部として設置され、予算配分も問題な
く行われている。実施主体として独立した部門となっていないものの、自動化部門長

がプロジェクト・マネージャー、その下に組立加工課長が C/P を取りまとめる中間管
理職として存在し、C/P も計画どおりに配置されており、実質的な問題点はなく、C/P
のグループとマネージメント体制が確立されていることは重要な要素となっている。 

・技術移転（座学・セミナー・企業への技術指導）計画が、C/P の能力向上にうまくマ
ッチングしている。  

・専門家チームについて、技術を担う高度な専門性をもつ専門家、それら専門家を技術

的に取りまとめるような抜きん出た専門家、それら知見・経験もある専門家を束ねる

マネージメントを行えるチーム・リーダーがうまく組み合っており、プロジェクト全

体のマネージメント体制の確立に多大な貢献をしている。  
・多くの活動が、目に見える形で関心を高めるとともに人々を動機づけるために、モデ

ル・ケースづくりを意識して計画されている。  
２）実施プロセスに関する事項 

・断続的な短期派遣を計画したことにより、専門家不在時は宿題を C/P に課して C/P の
自習・復習の意欲を盛り上げたこと、専門家と C/P 間の緊張感を保てたこと、専門家
が帰国時に現地で未解決だった事項を調べたりすることで次回派遣時にフィードバ

ックできたことが、部分的に成果を達成しつつある要因のひとつである。  
・民活型技術協力プロジェクト形態を採用したことにより、成果主義的なプロジェク

ト・マネージメントが実施され、より最適な専門家が選ばれて C/P に対する効果的な
技術移転も実施されていることが成果算出のために役立っている。 
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（２）問題点及び問題を惹起した要因 

関係者からのインタビュー調査、資料調査の結果、特段問題となる阻害要因は見つけら

れなかった。 

 

４－２ 妥当性 

 本プロジェクトの妥当性は以下の理由により高いと評価される。 

・カルデロン政権の総合開発計画である「国家開発計画2007-2012」の政策課題として「競

争力ある経済と雇用の創出」が、又、「経済部門別プログラム：PSE2007－2012」にも「国
内市場強化と国際競争力強化による生産部門の誘導」が優先課題として定められており、

更に重要改革課題として裾野産業育成が継続して取り上げられている3ことなどからプ

ロジェクトはメキシコの国家政策の内容と合致しているといえる。 

・日本・メキシコ間の具体的な二国間関係においては、メキシコセルヒオ・ガルシアデア

ルバ経済大臣が「日本・メキシコ経済連携協定（EPA）と両国企業の世界戦略」と題し
た講演を行い、メキシコの雇用改善への効果と日本・メキシコの中小企業への恩恵期待

についてと中小企業向け施策の事例としてCIDESIプロジェクトが言及されている4。 

・2005年4月1日に発効したEPAの二国間協力分野として「裾野産業」「中小企業」が明記さ
れており、本プロジェクトはその中心的役割を果たすことが期待される。また、JICAメ
キシコ国別事業実施計画では、中小企業の育成振興を重点分野のひとつとしており、本

プロジェクトとの整合性は確保されている。 

 

４－３ 有効性 

 本プロジェクトの有効性は以下の理由により比較的高いと評価される。 

・プロジェクトは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）とPOに従い順調に
進捗しており、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標を達成する見込みである。 

・CIDESIのC/Pへのプレス加工関連技術に関する技術移転状況については、セミナーにお
いて部分的にC/Pが講師を勤められるレベルになったこと、更に、2008年9月の本中間評
価の前の時点で民間企業からの技術相談に対し、日本人専門家の協力を得ずに対応した

件数比率が75％であったことなどから、C/P個々人で対処できる能力が着実に向上して
いるといえる。 

・技術移転戦略として、①メキシコ民間企業のプレス加工技術者が通常では知り得ない技

術的解決手段を移転する、②このことによりCIDESIのC/Pが自信をもって民間企業に対
する技術指導が可能な領域を形成する、が編み出されており、ほぼ狙いどおりのC/Pの
能力向上が図られている。 

 

４－４ 効率性 

 現時点まで成果が適切に達成されており、又投入実績と進捗状況を確認した結果、プロジェ

クトの効率性は以下の理由により高いと評価される。 

                             
3 出典：メキシコ日本商工会議所、経済調査委員会 2007 年度年報「メキシコの現状と課題：改革を進めるカルデロン政権」 
4 出典：第 27 回日本メキシコ経済協議会 2006 年 
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（１）シャトル方式による専門家派遣の効果 

従来の長期滞在型プロジェクトに比べて次の 4 項目の長所が存在する。 

ⅰ）C/Pの進捗状況に応じて、専門家は帰国期間中を活用してより好ましい教材の準備に
専念できるため、技術移転の効率性を常に向上できること 

ⅱ）専門家の帰国期間のメリットとして、①C/P自身で理解度が低い箇所に気づく、②プ
ロジェクトが終了し専門家がいなくなる状態をC/Pが想定できること 

ⅲ）C/Pと専門家間の技術面での信頼度を維持するため、より適切な専門家への早期交代
が長期専門家派遣と比べて容易であること 

ⅳ）上記の結果、C/Pの意欲・熱意によい影響を及ぼすこと 
なお、次の2項目が短所としてCIDESI側よりあげられた。 

ⅰ）企業相談において、専門家帰国期間中は対応能力が低下すること 

ⅱ）専門家帰国期間中は、C/Pが他の仕事を優先するようになりプロジェクト専従比率が
低くなるため効率が低下すること 

 

（２）技術移転戦略による効果 

専門家らにより編み出された技術移転戦略は以下のとおりである。 

ⅰ）メキシコ民間企業のプレス加工技術者が通常では知り得ない技術的解決手段を移転す

る 

ⅱ）このことによりCIDESIのC/Pが自信をもって民間企業に対する技術指導が可能な領域
を形成する 

この戦略により、当初はプレス加工関連技術の基礎知識も現場経験もほとんどなかった

C/Pたちが短期間に民間企業を指導できるレベルに至っている。 
 

４－５ インパクト 

 現時点ではプロジェクトのインパクトを評価するには時期尚早と思われる。 

 しかし、民間企業6社から企業内研修をCIDESIに要請してきているという実績も出ており、
プレス加工関連業界への成果の波及効果が実質的に現れつつあることが分かる。 

 

４－６ 自立発展性 

 本プロジェクトの自立発展性は以下の理由により高いと評価される。 

・プロジェクト終了後も継続的にC/Pグループを維持・運営するための予算は確保される
との方針を確認した。C/P機関CIDESIに、独自の活動に基づく収入に対して自治権（収
入の資産化とその運用に関する自治権）が与えられていることが法制化されている（官

報公示：2000年8月、2006年10月改定）。 

・技術サービスを支援する仕組みとして、連邦政府に中小企業支援ファンドがあり、CIDESI
はセミナー開催時に既にこれらのファンドを活用している。 

・CIDESIのプロジェクトに対するオーナーシップは、①所長の職責としてCIDESIの重要
な使命である民間支援の方針を維持しつつ、CIDESIの経営健全化と職員に対するモチベ
ーションを発現させるためのマネージメントに積極的姿勢があること、②プロジェクト

マネージャーによる技術移転成果の積極的な拡張への意欲（産業界への貢献、第三国研
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修）、③C/Pからのリンクモーションプレス機の設計製作の提案など、すべての関係者か
ら確認できた。 

・過去に実施された非破壊検査プロジェクトの経験を踏まえ、移転された技術の維持及び

継承のメカニズムも着実に形成されつつある。 
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第５章 結     論 
 

今回の中間評価作業全体を通じて、プロジェクト期間内に所期の目標が達成される見込みが

高いことが確認された。プロジェクトはメキシコの裾野産業育成･強化のニーズに合致してい

る。また、技術移転の内容は日本の国際的な優位性が特に高い分野であること、更にCIDESI
が過去に複数のJICA協力を経験して、実施スキームをよく理解していたことなどが功を奏して、
プロジェクト活動を円滑に実施できている。JICAとCIDESIの関係は、まさに上位目標をめざす
のに最適な組み合せであって、期待に値する成果を残しつつプロジェクトは遂行されている。 
今後は上位目標の達成に向けて中小企業支援を実施するその他関係機関との連携強化など

の環境整備を進めることが重要と考える。  
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第６章 提     言 
 

 次の2点について提言を行う。 

（１）上位目標の達成に向けて次の課題にCIDESI組織として取り組む 
１）支援サービス地域の拡充のため、CIDESIの支部機能を有効活用する仕組みを構築する。 
２）多くの企業が支援サービスを受けやすくするために、州及び連邦政府の中小企業支援

制度及び機能を有効に活用する仕組みを構築する。 

３）支援ニーズの積極的発掘のために、プロジェクト成果を効果的に広報する仕組みを構

築する。 

 

（２）プロジェクトの成果2「体系的な技術指導の実施」及び、成果3「体系的なセミナーと

技術研修の実施」を検証するための指標項目をそれぞれ追加検討する。 
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１．中間評価調査インタビュー者リスト
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中間評価調査インタビュー者リスト 

１）CIDESI 関係者 

Felipe Rubio Castillo Project Director, General Director, CIDESI 

Vicente Bringas Rico Project Manager, Director de Automatizacion 

Ariel Dorantes C/P、自動化部（金型・組立課長） 

Javier Angeles C/P、自動化部 

Saul Rubio C/P、自動化部 

Niels Garcia C/P、自動化部 

Cristian Avila C/P、自動化部 

Jeuse Ayala C/P、自動化部 

Jose Ruiz C/P、自動化部 

Celso Cruz C/P、材料技術部 

Alfredo Manzo C/P、研究・大学院部 

Irma Moran C/P、自動化部 

Areli Ramiez C/P、自動化部 

Berenice Aguilar C/P、材料技術部 

Gilberto Juarez C/P、技術管理部 

注記：Alfredo Manzo のみ日程調整が付かず面談を省略した。 

 

２）日本人専門家 

守口徹 総括/裾野産業育成 （㈱ユニコ･インターナショナル） 

栗原昭八 プレス加工技術全般 （同上） 

清水宏祐 金型設計製作-A （㈱久永製作所） 

中村憲雄 生産管理 （㈱経営技術機構） 

金沢和男 金型加工 （個人） 

注記：時間の制約もあり、中山康久は第 7 次派遣からの参加のため面接を省略した。 

 

３）代表的中小企業 

Jose Miguel Enriquez Estampados Troquelados Press 

 

４）関連する政府関係機関 

Oscar Anaya Munoz Director Business Development 

Secretariat of Sustainable Development 

(ケレタロ州持続的開発局ビジネス･デベロップメント課長) 

Dra Ernestina Torres 

Reyes 

Directora de Vinculacion 

Consejo de Ciencia u Tecnologia del Estado de 

Guanajuato(グアナファト州科学技術審議会課長) 

M.A. Carlos O’Farrill 

Santibanez 

Director Sector Coordination 

National Science and Technology Commission 

(CONACYT：国家科学技術委員会 セクター間調整課長) 

A. Cesar Arellano Flores Program Coordinator for Cooperation with Asia 

Directorate General of Technical Cooperation 

Secretariat of External Affairs 

（外務省技術協力局対アジア協力コーディネーター） 
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5)在メキシコ合衆国日本国大使館 

尾原博志 経済班 二等書記官 

岩下誠 経済班 二等書記官 

 

６）JICA メキシコ事務所 

川路賢一郎 所長 

上條直樹 次長 

中条典彦 所員 

 



 

 

２．専門家投入実績
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                            専門家投入実績           

専門家 

名称 

所属 担当分野 派遣期間 

（  ）は予定 

人月数 

（ ）は予定 

守口徹 ㈱ユニコインターナシ

ョナル 

総括/裾野産業育成 2006 年 10 月～11 月 

2007 年 1 月 

2007 年 5 月 

2007 年 9 月～10 月 

2008 年 2 月～3 月 

2008 年 5 月～6 月 

（2008 年 9 月～10 月） 

0.87 

0.80 

0.80 

0.50 

0.97 

1.20 

（0.97） 

栗原昭八 同上 プレス加工技術全般 2006 年 10 月～12 月 

2007 年 1 月～3 月 

2007 年 5 月～6 月 

2007 年 9 月～11 月 

2008 年 1 月～3 月 

2008 年 5 月～7 月 

（2008 年 9 月～11 月） 

1.70 

2.03 

1.90 

2.10 

1.67 

2.10 

（2.10） 

黒住修一 (有)ディーエスケー 金型設計製作-A 2006 年 10 月～12 月 

2007 年 1 月～3 月 

2007 年 5 月～6 月 

2007 年 9 月～11 月 

2008 年 1 月～3 月 

1.70 

2.03 

1.90 

2.10 

1.67 

金沢和男 個人 金型加工 2007 年 9 月～10 月 

2008 年 2 月～3 月 

2008 年 5 月～6 月 

（2008 年 9 月～10 月） 

0.93 

0.97 

1.13 

（1.40） 

清水宏祐 ㈱久永製作所 金型設計製作-A 2008 年 5 月～7 月 

（2008 年 9 月～11 月） 

2.10 

（2.10） 

中山康久 個人 金型設計製作-B （2008 年 9 月～11 月） （2.10） 

榊原和彦 榊原経営研究所 生産管理 2006 年 10 月～11 月 

2007 年 5 月～6 月 

1.00 

1.43 

中村憲雄 ㈱経営技術機構 生産管理 2008 年 5 月～7 月 

（2008 年 9 月～11 月） 

2.10 

（2.10） 

 



 

 

３．供与機材リスト
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供与機材リスト 

供与機材名称 台数 金額 メーカー 供与年月 

サーボプレス機 

（Ｃフレーム・ハイブリッド型 

リンクモーション式） 

1 台 ㈱コマツ 2007 年 3 月 

レベラーフィーダー 

（自動化コイルライン） 

1 台 

 

総額 

1,300,000 ペソ 

（14,111,013 円） YUTANI 2007 年 3 月 

 

 



 

 

４．日本側支出実績

－23－ 

日本側支出実績 

支出実績 年次 

日本円 メキシコペソ 

2006 年度 48,663,300 4,585,686 

2007 年度 69,578,250 6,570,805 

2008 年度（予定） 124,236,000 11,546,097 

※ 2006 年度 JICA メキシコ事務所統制レート 1 メキシコペソ＝10.612 円 

2007 年度 同上 1 メキシコペソ＝10.589 円 

2008 年度は、2008 年 9 月の統制レート 1 メキシコペソ＝10.76 にて計算 

 



 

 

５．本邦研修内容一覧 
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本邦研修内容一覧 

研修名 目的 参加者名称（所属） 研修期間 

１）産業技術 

研究所見学 

公的技術支援機関による 

中小企業技術支援の調査 

フェリペ・ルビオ・カスティ

ージョ（CIDESI 所長） 

アリエル・ドランテス 

（金型・組立課課長） 

2007 年 

4 月 10 日

２）アマダスクール プレス機械メーカー見学 

プレス機 の点 検 ・安 全 の集 中 研

修 

同上 2007 年 

4 月 11 日

３）森野工業見学 中小プレス加工企業見学 同上 2007 年 

4 月 12 日

４）㈱コマツ見学 プレス機械メーカー見学・調査 

先端プレス技術の調査 

同上 2007 年 

4 月 16 日

 

 

研修名 目的 参加者名称（所属） 研修期間 

１）アマダスクール プレス機械メーカー見学 

プレス機 の点 検

作業、 

および安全の集中研修 

ホセ・ルイス（金 型 ・組 立

課） 

クリスティアン・アビラ（同

上） 

サウル・ルビオ（同上） 

ハビエル・アンヘレス（同

上） 

ヘスス・アヤラ（同上） 

アルフレド・マンソ（同上） 

ニ ー ル ス ・ ガ ル シ ア （ 同

上） 

セルソ・クルス（材 料 試 験

課） 

2007 年 

7 月 4 日

  ～7 月 14

日 

２）中小プレス加工 

企業見学 

中小プレス加工企業の実態調査 同上 2007 年 

7 月 16 日

３）金型企業見学 金型加工企業の実態調査 同上 2007 年 

7 月 17 日

４）㈱コマツ見学 プレス機械メーカー見学・調査 

先端プレス技術の調査 

同上 2007 年 

7 月 19 日

 



 

 

６．C/Pリスト 
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C/P リスト 

C/P 名称 専攻分野 担当分野 備考 

アリエル・ドランテス 機械工学 プレス総合技術 金型・組立課課長 

ホセ・ルイス 機械技術 同上  

クリスティアン・アビラ 機械工学 同上  

サウル・ルビオ 機械工学 同上 要素技術開発 PJ に数ヶ月参加 

ハビエル・アンヘレス 機械工学 同上 同上 

ヘスス・アヤラ 機械工学 同上  

セルソ・クルス 機械工学材料試験 同上  

アルフレド・マンソ 機械工学博士課程 同上  

ニールス・ガルシア 機械工学 同上  

イルマ・モラン 生産工学 生産管理 要素技術開発 PJ に参加 

カルメン・コンスタンテ 生産工学 同上 要素技術開発 PJ に参加 

第 3 次以降転籍 

サゼル・アレリ・ラミレス 生産工学 同上  

ベレニセ・アグラ 生産工学 同上  

クラウディア・ララ 情報科学 同上 第 3 次以降転籍 

パトリシア・モレリス 生産工学 同上 同上 

ヒルベルト・ユアレス 生産工学 同上  

 



 

 

７．プレス加工技術 C/Pの能力評価テスト結果の推移 
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プレス加工技術 C/P の能力評価テスト結果の推移 
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８．技術指導・窓口相談件数の実績推移

技術指導・窓口相談件数の実績推移 
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                （グラフ中の指定期間は専門家派遣期間） 

 



 

 

９．セミナーの開催計画と実績の比較
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セミナーの開催計画と実績の比較 
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10．進捗確認表
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進捗確認表 

活動項目 実績（達成状況） 

１．C/P の技術力向上（技術移転の実施） 

1-1 技術協力プログラム策定 ・専門家と C/P による第 7 次現地作業計画設定のための 

共同検討会にてプログラム策定を確認 

・適宜 C/P との協議により修正 

1-2 CP への技術移転の実施 ・2006 年度より通算 81 回の座学を実施 

・プレス機仕様の計測手法の習得確認 

・3 台のテスト金型設計製作、技術移転に活用中 

・4 台の単工程金型設計製作 

・金型の試し打ちには CIDESI 保有の 2 台の機械プレスと 

供与機材であるサーボプレス機を使用している 

・プロモーション用プレス品の金型設計製作と製作実施 

・リンクモーションプレス機の設計指導を実施中 

1-3 同上のモニタリング･評価  ・C/P の評価テストを合計３回実施、平均点が毎回上昇した結果を

確認 

2．体系的な技術指導の実施  

2-1 企業訪問によるニーズ調査  ・計 49 社を訪問し第 3 次現地作業で終了 

・以降は技術相談企業等からのニーズ調査を実施 

2-2 技術指導計画の策定 ・第 4 次現地作業において企業技術相談窓口開設 

・毎週金曜日の窓口相談の計画を確認 

2-3 技術指導の実施 ・週 1 回の相談受付とコンサルティング活動を確認 

・相談企業への指導実施を確認、累計 41 社 

2-4 同上のモニタリングと評価 ・指導記録によるモニタリングを確認 

・窓口相談の結果評価のための報告書形式を確認 

3. 体系的なセミナーと技術研修の実施 

3-1 企業訪問によるニーズ調査 ・終了、現場に即した基礎的な知識の普及のニーズを確認 

・逐次、セミナー参加企業等の継続的ニーズ調査を確認 

3-2 技 術 研 修 とセミナー計 画 策

定 

・基礎調査によってプロジェクトを知ったケレタロ以外の州の企業 

から参加希望が寄せられ C/P も周辺 2 州での開催を強く希望

・企業ニーズ（開催回数追加）に応じた計画修正の実施を確認 

3-3 技術研修とセミナー実施 ・専門家と C/P が講師となり、ケレタロを含む 3 州において計 10 回

のセミナーを実施 

・技術マニュアルとしての情報蓄積の仕組みを確認 

3-4 同上のモニタリングと評価 ・参加者へのアンケート実施とフィードバックを確認 

・アンケート情報の蓄積とデータベース化の状態を確認 

 



 

 

11．技術相談実施状況（2008 年 9 月 24 日）･･地場の金型設計製作メーカーの技術相談対応 

－30－ 

       

 

        

技術相談実施状況（2008 年 9 月 24 日）・・地場の金型設計製作メーカーの技術相談対応 

 

 

      

リンクモーションプレス機の設計開発の技術移転状況（2008 年 9 月 24 日） 

 

 



 －31－ 

 

ルビオ CIDESI 所長表敬訪問・意見交換（2008 年 9 月 25 日） 

 

 

         

座学（非定型）協同検討会の状況（2008 年 9 月 26 日）  順送金型プレス品の技術相談サンプル 

 

 

        

供与機材（サーボプレス機、コイルローダ）       技術検討用テスト金型（CIDESI 設計製作品） 

 



 －32－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レトロフィット調整後の中古プレス機と５t プレス機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      プレス関連装置の設置フロア全景               自動機製作工場の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合同調整委員会（JCC）（2008 年 10 月 1 日） 

５t プレス機 
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 I 基本事項 

 現状 対処方針 聴取･確認事項 

１． 中間評価の実施 

 

・ プロジェクト開始後 2 年が経過したことから、以下を目的として中間評価を実施

する 

(1) プロジェクトの進捗を確認し、評価 5 項目に基づき経過の評価を行う。 

(2) 同評価結果に基づき、必要に応じて期間後半の計画の見直しを行う。 

(3) これまでの合同調整委員会（JCC）等での議論を踏まえ、設定目標の具体的

指標について協議、検討する。 

(4) その他、プロジェクト運営上の課題等について協議し、解決策等について協議を

行う。 

・ R/D に記載のとおり、合同評価を行うことについて、カウンターパート（C/P）機関の了解を

得る。 

・ 中間評価の趣旨、目的、及び評価の視点(5 項目)について説明し、共通理解を形成する。

・ 中間評価は、関係者へのインタビュー、収集資料等に基づき、評価グリッドにおける確認事

項を埋めるプロセスにより進められる。同プロセスにおいて、C/P が評価者になる場合におい

て、メキシコ側メンバーは評価者側にも、又インタビューを受ける被評価者側ともなり得ること

に注意する。 

・ 合同評価報告書原案については、基本的に日本側メンバーで準備し、内容についてメキシ

コ側メンバーに諮ることを想定している。 

・ 調査の趣旨、進め方について

C/P 機関の了解を得て、共通理

解を形成した。 

･ 合同評価委員として CIDESI 
と、外務省対外協力局オフィサ
ーの 2人となった。 

II 投入実績 

 現状 対処方針 聴取･確認事項 

１．投入実績の確認 

 

・ 進捗を確認し、評価レポート別添

としてまとめた。 

 

(1)日本側投入 

 

・ プロジェクト開始時に作成されている Annual Plan of Operation を基に投入進捗を確認す

る。 

・ 併せて投入の実績について確認する。 

・ 長期専門家、本邦研修、機材供与について投入実績あり。合同評価報告書添付資料と

して整理する。 

 

 

(2)メキシコ側投入 

（事務局体制） 

 

 

 

 

(事務局体制) 

現状では、CIDESI自動化部の部長が責任者、その下の生産技術･生産管理
の部門長がC/P（生産技術、生産管理共）のヘッドという体制。R/D記載上
はGeneral Director of Engineering and Industrial Development（工業開発・エン

ジニアリング局長）がプロジェクト・ディレクターとしてプロジェクトの実施・運営に対する

責任を担い、Director of Automation（自動化部長）がプロジェクト・マネージャーとな

っている。 
第1回JCCは2007年10月4日に開催、第2回は未定。 

 

(事務局体制) 

・ R/D 記載との違いと、プロジェクト進捗上の問題点の有無を確認する。 

 

 

 

･  R/D 記載と実際の整合性は取
れており問題点はなし。 
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（予算） (予算) 

・ CIDESI の監督はメキシコ国家科学技術審議会（CONACYT）で、CONACYT は

教育省傘下から現在は大統領直轄。CONACYT からの予算、CIDESI 内の年度

予算については詳細不明。ただ現在まで、当初から CIDESI 分担と考えていたプロ

ジェクト経費（団員用事務所スペース、既存プレス機の据付け、実技用金型材料

費、セミナー開催費の一部など）に関しては、順当に支出されておりプロジェクトの

進行に影響は出ていない。 

(予算) 

・ 予算状況の確認。 

 

･  CIDESIへの予算配布、プロジ
ェクトへの負担分支出につい
て問題はなかった。 

 

III プロジェクトの計画（PDM）に関する事項 

 現状 対処方針 聴取･確認事項 

１． 総論 ・ 2008 年に入り、PDM の指標修正について専門家から提案があり、合同調整委

員会において承認された。 

・ 今回調査結果に基づき、更なる改訂の必要性について確認・検討のうえ、合同調整員会に

おいて協議する。 

･ 専門家より、成果や活動にお
ける記載事項の修正について
検討することが評価会議にて
表明され、修正が検討される
こととなった。 

２． 成果の達成状況 ・ 現在の PDM における成果の記載は以下のとおり ・ 成果（Output）の達成進捗状況について確認する。 ･  評価グリッド及び報告書に記載

のとおり確認した。 

   

   

   

 

0  The operation and administration of the Project, Strengthening Advisory 

Division, will be enhanced (Strengthening advisory division).  

 

1 Technical capability of the counterpart personnel (hereinafter referred to as 

"C/P") will be upgraded in the fields of the integrated technology for 

stamping 

1-1 Production technology for stamping 

1-2 Fundamental die design/making technology required for stamping 

1-3 Production management technology (KAIZEN for manufacturing process of 

stamping)  

 

2 Advisory services in the following fields will be implemented 

systematically.  

2-1 Production technology 

a. Stamping technology and its application 

b. Proper stamping formation 

 e.g. Safety measures, Increase the productivity  
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c. Measureｓ against rejection and defective 

2-2 Production management technology (KAIZEN for manufacturing process of 

stamping)  

 

3  Seminars and training courses for targeted industries will be implemented 

systematically. 

３． 指標 ・ 現在の PDM における記載は添付 PDM のとおり 

 

 

 

・ 現状の PDM への記載項目について、日本側関係者間で修正等の必要性を確認する。 

・ 意見交換のポイントとしては、目標と指標の論理性、 上位目標におけるケレタロ州の部品

企業の技術力向上の定義・計測方法等が挙げられる。 

・ PDM 記載事項では、指導対象企

業や論理性について協議され、今

後に専門家が主となって見直すこと

となった。 

 IV 実施プロセス 

 現状 対処方針 聴取･確認事項 

１． 活動 

 

 

 ・ 活動が計画どおりに実施されているか確認する。 

・ 併せて活動実績について確認する。  

・ また、2008 年度以降の活動計画、必要な投入について、確認、協議を行う。 

・ おおむね計画どおりに進捗してい

ることが確認され、その旨評価報

告書にも記載した。 

・ 2008 年度以降の活動計画につ

いても、おおむね第 1 年次のプロポ

ーザルどおりとなることが確認され

た。 

２． 技術移転の方法 

 

 

・ プロジェクト目標の達成に照らして、技術移転の方法（指導技術レベル、現地への定着可能

性）の適切性をインタビュー等で確認する。 

・ 講義･座学における技術移転状況、技術達成状況の確認方法を確認する。 

・ 相談を受けたり、巡回指導している企業へのインタビューにより、CIDESI の技術指導に関す

る状況を確認する。 

・ インタビュー等の結果について、実

施プロセス評価として報告書にま

とめた。 

・ 「プレス加工の 3 要素」を教えるこ

と、民間企業が知り得ない知識や

技能を教えることなど、専門家に

よる技術移転戦略が効果を発揮

していることを確認した。 

３． マネージメント体制 

 

･ C/P 配置の不足はなく、かつメンバーの変更もない。 ・ その他の課題について確認、協議する。 ･ Project Director、Project 

Manager の他、12 人の C/P が配

置されている。 

４． 年次活動計画 

 

・ ・ 2009 年度活動計画について確認する 

・ セミナー、巡回指導について確認する。 

･ セミナー、巡回指導は、これまで

に得た知見や C/P からの提案

により回数や手法を柔軟に変

化させて企業ニーズに合致させ

ていた。 
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V 評価 5 項目に基づく進捗状況 (評価グリッドに基づき検証する) 

 現状 対処方針 聴取･確認事項 

１． 妥当性 ・  ・ 必要性(ニーズとの合致)、優先度（政策との関係）、及び適切性（目的に対する手段等）

の観点から検証する。 

･ 政策的、社会的ニーズに合致

していることを確認し、妥当性

は引き続き高いものと評価さ

れた。 

２． 有効性 ・  ・ これまでの活動実績を踏まえ、残余期間におけるプロジェクト目標の達成見込み、阻害要

因等について検証し、必要であれば回避方法等についても検討・協議する。 

･ セミナー講師を C/P が一部代

替できるようになったこと、企業

の技術相談に対して 75％程

度を C/P が対応できるように

なったことなど、有効性が認め

られた。 

３． 効率性 ・  ・ アウトプットの発現状況を確認し、阻害要因、貢献要因について検証する。 

・ 併せて、今後のアウトプット目標の達成見込みについても検証し、必要に応じて対応必要

策をまとめる。 

･ シャトル派遣による専門家派

遣手法、技術移転戦略によ

って成果達成に関する効率性

の高さが認められた。 

４． 自立発展性 ・  ・ 現状での見込みを検証する。 ･ 活動のための予算、独自収

入の存在、移転技術の維持･

継承メカニズムの確立、技術

指導のための政府ファンドの一

部活用など、現状での自立

発展性の見込みは高い。 

５． インパクト ・  ・ これまでの活動実績を基に、上位目標の発現可能性、及び外部条件が満たされる可能

性、阻害要因等についても検証する。 

･ 民間企業 6 社からプレス加工

に関する企業内研修の委託

が CIDESI に要請されており、

プロジェクト成果の民間企業

への波及がみられる。 
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VI その他 

 現状 対処方針 聴取･確認事項 

１． その他  ・ 今年度機材供与（プレス機部品調達と組立）の進捗を確認する。 

・ その他プロジェクト運営、技術移転に関する提案、協議事項があれば、検討、協議の

うえ必要に応じて協議議事録に記載する。 

･ 評価時点で設計がほぼ終わ

り、10 月以降、順次部品調

達し、組立を開始する。 
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